
　

※単年度繰返事業については、全体欄を*****とする。

　

※単年度繰返事業については、評価終了した年度及び評価年度を記載し、その合計を全体計画欄に記載する。
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②

①

②

コード

記入日

102020102

H23.6.2

1020201

離島振興事業計画

総合計画の位置付け

作成年度

課　名

離島振興法

23

～平成

財務会計の位置付け

事業種類 単年度繰返事業

事業期間

総合政策課

課長名 石田　信明

－

永田　真樹夫

課ｺｰﾄﾞ 105

17 年度

担当者

年度平成

実績

21年度以前

計画
単位

計画

全体計画

実績

1,132

・離島振興法、その他離島に関する法令の強力な実施の推進、離島地域と都市住民

との交流促進を目的として、関東、関西地域での全国離島共同イベントに参加し、

離島の魅力の情報発信等を行い、離島地域の活性化及び交流人口の増加を図る。

（達成率積算根拠） （目標達成年度）

*****

90,000人 600％

（指標名称）

7,000

平成22年度

イベント集客数÷イベ

ント集客目標数

①

　事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入

 政策ｺｰﾄﾞ 1  款ｺｰﾄﾞ 2 政策名称 にぎわいを創る地域交流の促進

　活動指標：事務事業の活動量を表す指標・達成率（上段：全体、下段：評価年度）

1

 法令・条例規則等

 施策ｺｰﾄﾞ 102  項ｺｰﾄﾞ

10202  目ｺｰﾄﾞ

 事務事業ｺｰﾄﾞ

（全体）

（達成率分析）

　目的：何をしたいのか 　成果指標：目的の達成度を表す指標・達成率（上段：全体、下段：評価年度）

②

***** *****

*****

・全国の離島が協同で行う情報発信イベ

ントへ参加することで、交流人口の増加

を図った。

（評価年度実績）

2,193

27,300

7,000

0.8

7,000

1,164

5,600

3.9 0.8

7,000

29,493

5,600

7,0007,000 7,000 7,000人件費単価

起　　　 債 千円

県 補 助 金 千円

7,000

国 補 助 金 千円

15,000 90,000

3,357 3,325

29,493 6,764 6,732

11 10 9 1

 直接事業費 A 千円

内
訳

人

千円

C
の
財
源
内
訳

千円

回

人

4.7

7,000

36,225

4.7

32,90032,900

千円

活動指標

成果指標

 総事業費 C （A+B）

261,000

一 般 財 源

246,000

36,257

336,000

従事職員数

 人件費　B

6,764 6,732

（達成率）

①

（達成率分析）

イベントでは、町の紹介ＤＶＤ放映やＵＩターン促進のポスター・チラ

シの配布、有川地区中筋青年団による弁財天を披露し、町のＰＲができ

た。

また、新たに他のイベントにも本町の産品を出展し、来場者にＰＲする

ことができた。

*****

（達成率積算根拠） （目標達成年度）（指標数値）（指標名称）

イベント参加回数

*****

2

イベント参加回数÷イ

ベント開催数
100％ 平成22年度

計画

27年度以降

計画

24年度

計画 計画 計画

23年度 25年度 26年度

（指標数値） （達成率）

***** *****

アイランダー2011では、前回の入客数より増え、より多くの方へ町のＰ

Ｒができた。ＦＯＯＤＥＸ　ＪＡＰＡＮ2011では、本町の産品を出展

し、75,000人もの来場者がありＰＲすることができた。

*****

イベント集客数

（達成率分析）

（達成率分析）

②

実績

22年度

36,257

そ　の　 他 千円

　（対象指標1）

　（対象指標2）

 関連計画

　対象：誰、何を対象にしているのか 　対象指標：対象の大きさを表す指標

　（対象1）

　（対象2）

 基本事業ｺｰﾄﾞ

 細目ｺｰﾄﾞ

事  務  事  業  途  中  評  価  表

しまの交流ネットワークづくり

交流ネットワークの形成

交流推進事業費 事務事業名称

平成 年度

4,243万人

千円 36,225

7

160

 施策名称

 基本事業名称

1

評価対象事業名称 離島振興法関係事業費

都市住民（関東）

計画（PLAN） 

実施（DO） 



※理由の欄は必ず記載すること。
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※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

有
効
性

・現在の事業の進め方が期待されるよう
な成果をもたらしていますか。 いない

・成果を向上させる余地はありますか。

ある

ない

・事業を行わない場合の影響はあります
か。

ある

ない

事業の廃止

継続して参加することにより効果的なＰＲ展開ができる。

島への魅力を感じ、関心を持つ人のニーズを把握することや、ニーズに応えることができない。

最小の人員で行っており削減はできない。

類似事業と整理統合

都市住民の離島への関心は高まってきているため、事業は必要である。

   

効率性

理
由

交流人口の拡大及び地域活性化対策として、イベントのＰＲは不可欠である。

理
由

新上五島町へ深い関心を持つ人が増加している。

理
由

理
由

類似事業はないため整理統合はできない。

有効性

理
由

町全体の情報発信・宣伝は町が行うべきである。

ｺｰﾄﾞ

理
由

・町が税金を投入して行う必要がありま
すか。

ある
理
由

今後の事業
の方向性

1次 2次 3次

  

●  

 

 

最小の人員でイベント参加しており削減はできない。

 

事業の休止

1次

 

 

  

2次

●  

このまま事業を継続

事業内容を見直して事業を継続

 

事業費を見直して事業を継続

町 の  対 応

住民等の意見

 

102020102

特産品などのＰＲに展示するサンプル商品は無料で提供していただいている。

効
率
性

・直接事業費を削減することはできませ
んか。

できる

できない

・受益者負担は適正ですか。
はい

いいえ

妥当性

できる

できない

・人件費を削減することはできません
か。

課題に
向けた
改善策

理
由

理
由

妥当性

有効性

効率性

できない

・類似事業との整理統合はできません
か。

できる

・時代情勢や環境の変化などを考慮して
も、事業を行う必要がありますか。

・事業の対象・目的は適切ですか。
不適切

適切

いる

都市部への積極的な情報発信により、本町の知名度を向上させるにも妥当である。

都市部のイベントで本町にどのような効果があるかを検証し、一過性のイベントで終わることのないよう努めること。

交流人口を増加させることは、地域の活性化に繋がるため、継続して行うことが必要である。

年々、交流人口は増加傾向にある。

ない

最小の人員、事業費でおこなっているため削減できない。

首都圏へ本町のＰＲするためには、地元出身者の協力が必要となってくるため、町人会の方々と連携して対応していく。

ある

ない

理
由

今後も効率的な情報発信に努めること。

改
善
策

1

次
評
価

2

次
評
価

3次

妥
当
性

評価

改善


